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第１章 他法令による開発許可の特例 

第１節 市民農園整備促進法による特例 

 

市民農園整備促進法 

（都市計画法の特例） 

第１２条 認定開設者が認定計画に従って整備する市民農園施設のうち休憩施設である

建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物を

いう。以下この条において同じ。）その他の市民農園の適正かつ有効な利用を確保する

ための建築物で政令で定めるもの（次項において「認定市民農園建築物」という。）の

建築（建築基準法第２条第１３号に規定する建築をいう。）の用に供する目的で行う土

地の区画形質の変更であって市街化調整区域（都市計画法第７条第１項 の規定による

市街化調整区域をいう。次項において同じ。）に係るもの（都市計画法第３４条各号に

掲げる開発行為に該当するものを除く。）は、都市計画法第３４条の規定の適用につい

ては、同条第１４号に掲げる開発行為とみなす。 

２ 都道府県知事又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項

の指定都市若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市の長は、市街化調整区域の

うち都市計画法第２９条第１項の規定による許可を受けた同法第４条第１３項に規定

する開発区域以外の区域内において、認定市民農園建築物を新築し、又は建築物を改

築し、若しくはその用途を変更して認定市民農園建築物とすることについて、同法第

４３条第１項の規定による許可の申請があった場合において、当該申請に係る認定市

民農園建築物の新築、改築又は用途の変更が同条第２項の政令で定める許可の基準の

うち同法第３３条に規定する開発許可の基準の例に準じて定められた基準に適合する

ときは、その許可をしなければならない。 

市民農園整備促進法施行令 

（都市計画法の特例の対象となる建築物） 

第５条 法第１２条第１項の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 

一 休憩施設である建築物 

二 農作業の講習の用に供する建築物 

三 簡易宿泊施設（専ら宿泊の用に供される施設で簡素なものをいう。）である建築物 

四 管理事務所その他の管理施設である建築物 

 

〈法令の解説〉 

市民農園区域（市町村指定）内において、市民農園の開設につ

いて市町村の認定を受けた者が、整備運営計画に従って建築する

次の対象施設については、立地基準の審査を終了したものとみな

されます。（技術基準は別途、適用されます。） 
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なお、県内では市民農園区域は２５ヵ所あります。（平成２６

年３月末現在） 

（県の所管：農林部農業ビジネス支援課） 

 

（１）休憩施設 

農作業の合間に休憩するための施設で、休憩室のほか手洗

い場、便所等を含みます。 

（２）農作業の講習の用に供する建築物 

利用者に対し農作業の講習を行うための施設で、講習室、

植物展示室、資料閲覧室、教材室等を含みます。 

（３）簡易宿泊施設 

市街地から離れた地域において滞在型の利用が予想され

る市民農園に設置される、宿泊者用の食堂、風呂場、便所等、

宿泊者にとって必要不可欠な施設を備えたものであって、周

囲の環境と調和した専ら宿泊のように供される簡素なもの

です。 

（４）管理施設 

市民農園の円滑な利用を維持増進するための施設であり、

管理事務所、管理人詰所、管理用具用置場、ゴミ処理場等で

す。 
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第２節 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の 

促進に関する法律による特例 

 

地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 

（開発許可等の特例） 

第３１条 基本計画においては、第６条第２項各号に掲げる事項のほか、国土交通省令

で定めるところにより、市街化調整区域（都市計画法第７条第１項に規定する市街化

調整区域をいう。第４項において同じ。）に存する拠点地区内の土地において実施され

ることが適当と認められる開発行為（同法第４条第１２項に規定する開発行為をいう。

以下同じ。）又は建築行為等（建築物（同条第１０項に規定する建築物をいう。次項に

おいて同じ。）の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物（同条第１１項 

に規定する第一種特定工作物をいう。次項において同じ。）の新設をいう。以下同じ。）

に関する事項を併せて定めることができる。 

２ 基本計画において、前項に規定する事項が定められた場合には、都道府県知事は、

当該開発行為又は建築行為等が当該開発行為をする土地又は建築行為等に係る建築物

若しくは第一種特定工作物の敷地である土地の区域の周辺における市街化を促進する

おそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不

適当と認められるときは、当該開発行為又は建築行為等に関する事項を含めて当該基

本計画に同意するものとする。 

３ 前項の規定により基本計画が同意された場合において、開発行為に関する当該同意

基本計画の内容に即して行われる開発行為（都市計画法第３４条各号に掲げるものを

除く。）は、同条並びに土地区画整理法第９条第２項及び第２１条第２項及び第５１条

の９第２項の規定の適用については、都市計画法第３４条第１４号に掲げる開発行為

とみなす。 

４ 都道府県知事は、第２項の規定により基本計画が同意された場合において、市街化

調整区域のうち都市計画法第２９条第１項の規定による許可を受けた同法第４条第１

３項に規定する開発区域以外の区域内において建築行為等に関する当該同意基本計画

の内容に即して行われる建築行為等について、同法第４３条第１項の規定による許可

の申請があった場合において、当該申請に係る建築行為等が同条第２項の政令で定め

る許可の基準のうち同法第３３条に規定する開発許可の基準の例に準じて定められた

基準に適合するときは、その許可をしなければならない。 

 

〈法令の解説〉 

地方拠点都市地域の関係市町村が知事の承認を得て定めた基

本計画で、開発許可等の特例に関する事項が定められている場合

には、当該基本計画に即して行われる開発行為又は建築行為につ

いては、立地基準の審査を終了したものとみなされます。（技術
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基準は別途、適用されます。） 

なお、県内では本庄地方拠点都市地域が平成７年３月に計画承

認を受けていますが、開発許可等の特例に関する事項は定められ

ていないため、この特例の適用はありません。（平成２７年４月

現在） 

（県の所管：企画財政部地域政策課） 
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第３節 幹線道路の沿道の整備に関する法律による特例 

 

幹線道路の沿道の整備に関する法律 

（開発許可の特例） 

第１０条の７ 第１０条の４第１項の規定による公告があつた沿道整備権利移転等促進

計画（指定都市等以外の市町村が定めたものにあつては、第１０条の２第４項の同意

を得たものに限る。次項において同じ。）に定められた事項に従って行われる都市計画

法第４条第１２項に規定する開発行為（同法第３４条各号に掲げるものを除く。）は、

同法第３４条の規定の適用については、同条第１４号に掲げる開発行為とみなす。 

２ 都道府県知事又は指定都市等の長は、市街化調整区域のうち都市計画法第２９条第

１項の規定による許可を受けた同法第４条第１３項に規定する開発区域以外の区域内

において、第１０条の４第１項の規定による公告があった沿道整備権利移転等促進計

画に定められた事項に従って行われる建築行為等（建築物の新築、改築若しくは用途

の変更又は同法第４条第１１項に規定する第一種特定工作物の新設をいう。以下この

項において同じ。）について、同法第４３条第１項の規定による許可の申請があった場

合において、当該申請に係る建築行為等が同条第２項の政令で定める許可の基準のう

ち同法第３３条に規定する開発許可の基準の例に準じて定められた基準に適合すると

きは、その許可をしなければならない。 

 

〈法令の解説〉 

市町村が定めた沿道整備権利移転等促進計画に即して行われ

る開発行為又は建築行為等については、立地基準の審査を終了し

たものとみなされます。（技術基準は適用になります。） 

なお、県内では本計画はありません。（平成２７年４月現在） 

（沿道整備道路の指定に関する県の所管：県土整備部道路環境

課） 
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第４節 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律による特例 

 

地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 

（市街化調整区域内における開発行為の許可の特例）  

第２８条 第５条第３項第４号に掲げる事項が記載された歴史的風致維持向上計画が同

条第８項の認定を受けた場合には、その記載された事項の内容に即して行われる開発

行為（都市計画法第３４条各号に掲げるものを除く。）は、同法第３４条第１４号に

掲げる開発行為とみなす。  

２ 都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長は、市街化調整区域のうち都市計画

法第２９条第１項 の規定による許可を受けた開発区域（同法第４条第１３項に規定

する開発区域をいう。）以外の区域内において認定歴史的風致維持向上計画に記載さ

れた第５条第３項第４号に掲げる事項の内容に即して行われる建築行為について、同

法第４３条第１項の許可の申請があった場合において、当該申請に係る建築行為が同

条第２項の政令で定める許可の基準のうち同法第３３条に規定する開発許可の基準

の例に準じて定められた基準に適合するときは、その許可をしなければならない。 

 

〈法令の解説〉 

 市町村が国土交通大臣の認定を得て定めた歴史的風致維持向

上計画で、都道府県の同意を得た（当該市町村が政令市、中核市

又は施行時特例市である場合は除く）開発許可等の特例に関する

事項が定められている場合には、当該計画に即して行われる開発

行為又は建築行為については、立地基準の審査を終了したものと

みなされます。（技術基準は適用になります。） 

 なお、県内では川越市歴史的風致維持向上計画が平成２３年６

月に計画認定を受けていますが、開発許可等の特例に関する事項

は定められていないため、この特例の適用はありません。（平成

２７年４月現在） 

（県の所管：都市計画課） 
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第５節 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林

水産物の利用促進に関する法律による特例 

 

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用

促進に関する法律 

（都市計画法の特例） 

第１４条  市街化調整区域内において認定総合化事業計画に従って行われる開発行為

（都市計画法第３４条各号に掲げるものを除く。）は、同条の規定の適用については、

同条第１４号に掲げる開発行為とみなす。（都市計画法の特例） 

２ 都道府県知事は、市街化調整区域のうち都市計画法第２９条第１項の規定による許

可を受けた同法第４条第１３項に規定する開発区域以外の区域内において認定総合

化事業計画に従って行われる建築行為等について、同法第４３条第１項の規定による

許可の申請があった場合において、当該申請に係る建築行為等が同条第２項の政令で

定める許可の基準のうち同法第３３条に規定する開発許可の基準の例に準じて定め

られた基準に適合するときは、その許可をしなければならない。 

 

〈法令の解説〉 

 農林漁業者等が農林水産大臣の認定を受けた総合事業化計画

で、開発許可権者の同意を得た農林水産物等の販売施設にかかる

開発許可等の特例に関する事項が定められている場合には、当該

計画に即して行われる開発行為又は建築行為については、立地基

準の審査を終了したものとみなされます。（技術基準は適用にな

ります。） 

 なお、県内では認定を受けた総合事業化計画は１９件あります

が、いずれも開発許可等の特例に関する事項は定められていない

ため、この特例の適用はありません。（平成２７年４月現在） 

（県の所管：農林部農業ビジネス支援課） 
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第６節 都市再生特別措置法による特例 

 

都市再生特別措置法 

 （開発許可の特例）  

第１９条の８ 協議会は、整備計画に第１９条の２第２項第２号イ又はロに掲げる事業

に関する事項として都市計画法第４条第１２項に規定する開発行為（同法第２９条第

１項各号に掲げるものを除き、同法第３２条第１項の同意又は同条第２項の規定によ

る協議を要する場合にあっては、当該同意が得られ、又は当該協議が行われているも

のに限る。）に関する事項を記載しようとするときは、国土交通省令で定めるところ

により、あらかじめ、同法第２９条第１項の許可の権限を有する者に協議し、その同

意を得ることができる。  

２ 前項の規定による同意を得た事項が記載された整備計画が第１９条の２第１０項

の規定により公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る事業の実施主体に対

する都市計画法第２９第１項の許可があったものとみなす。 

 

〈法令の解説〉 

 特定都市再生緊急整備地域が指定されている都市再生緊急整

備地域に係る協議会が作成した整備計画に、開発許可権者の同意

を得た開発行為に関する事項が記載されており、当該整備計画が

公表されたときには、当該事項に係る事業の実施主体に対して法

第２９第１項の許可があったものとみなされます。 

 なお、県内では特定都市再生緊急整備地域の指定はなく、開発

行為が記載された整備計画も作成されていないため、この特例の

適用はありません。（平成２７年４月現在） 

（県の所管：都市計画課） 

※都市再生特別措置法

の改正について（P6～7

参照） 
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第７節 東日本大震災復興特別区域法による特例 

 

東日本大震災復興特別区域法 

（復興整備事業に係る許認可等の特例） 

第４９条 

（略） 

４ 第４６条第２項第４号に掲げる事項には、復興整備事業の実施に係る次に掲げる事

項（復興整備計画に第１項に規定する土地利用方針を記載する場合にあっては、第４

号に掲げる事項を除く。）を記載することができる。  

 一 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許可に関する事項  

 二 都市計画法第４３条第１項の許可に関する事項  

 （以下略） 

第５０条 （略） 

２ 次の表の上欄に掲げる事項が記載された復興整備計画が第４６条第６項の規定に

より公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る復興整備事業の実施主体に対

する同表下欄に掲げる許可、認可又は承認があったものとみなす。 

前条第４項第１号に掲げる事項 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許可 

前条第４項第２号に掲げる事項 都市計画法第４３条第１項の許可 

（以下略） 

 

〈法令の解説〉 

 特定被災区域の被災関連市町村が作成した復興整備計画に、開

発許可権者の同意を得た法第２９条の開発許可及び法第４３条

の建築許可に関する事項が記載されており、当該復興整備計画が

公表されたときには、当該事項に係る復興整備事業の実施主体に

対して法第２９第１項又は２項の許可、若しくは法第４３第１項

の許可があったものとみなされます。 

 なお、県内では復興整備計画は作成されていないため、この特

例の適用はありません。（平成２７年４月現在） 

（県の所管：消防防災課） 
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第８節 大規模災害からの復興に関する法律による特例 

 

大規模災害からの復興に関する法律 

（復興整備事業に係る許認可等の特例） 

第１３条 

（略） 

４ 第１０条第２項第４号に掲げる事項には、復興整備事業の実施に係る次に掲げる事

項（復興計画に第１項に規定する土地利用方針を記載する場合にあっては、第４号に

掲げる事項を除く。）を記載することができる。  

 一 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許可に関する事項  

 二 都市計画法第４３条第１項の許可に関する事項  

（以下略） 

第１４条  （略） 

２ 次の表の上欄に掲げる事項が記載された復興計画が第１０条第６項の規定により

公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る復興整備事業の実施主体に対する

同表の下欄に掲げる許可、認可又は承認があったものとみなす。 

前条第４項第１号に掲げる事項 都市計画法第２９条第１項又は第２項の許可 

前条第４項第２号に掲げる事項 都市計画法第４３条第１項の許可 

（以下略） 

 

〈法令の解説〉 

 特定被災市町村が作成した復興計画に、開発許可権者の同意を

得た法第２９条の開発許可及び法第４３条の建築許可に関する

事項が記載されており、当該復興計画が公表されたときには、当

該事項に係る復興整備事業の実施主体に対して法第２９第１項

又は２項の許可、若しくは法第４３第１項の許可があったものと

みなされます。 

 なお、県内では復興計画は作成されていないため、この特例の

適用はありません。（平成２７年４月現在） 

（県の所管：消防防災課） 
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第３編第１章 

第９節 首都直下地震対策特別措置法による特例 

 

首都直下地震対策特別措置法 

（開発許可の特例）  

第１６条  関係地方公共団体は、基盤整備等計画に基盤整備事業に関する事項として都

市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定する開発行為（同法第

２９条第１項各号に掲げるものを除き、同法第３２条第１項の同意又は同条第２項の

規定による協議を要する場合にあっては、当該同意が得られ、又は当該協議が行われ

ているものに限る。）に関する事項を記載しようとするときは、国土交通省令で定め

るところにより、あらかじめ、同法第２９条第１項の許可の権限を有する者に協議し、

その同意を得ることができる。  

２ 前項の規定による同意を得た事項が記載された基盤整備等計画につき第８条第１２

項の規定による公示があったときは、当該公示の日に当該事項に係る事業の実施主体

に対する都市計画法第２９条第１項の許可があったものとみなす。  

 

〈法令の解説〉 

 基盤整備等地区の地方公共団体が作成した基盤整備等計画に、

開発許可権者の同意を得た開発行為に関する事項が記載されて

おり、当該基盤整備等計画が公表されたときには、当該計画に即

して行われる開発行為については、法第２９第１項の許可があっ

たものとみなされます。 

 なお、県内では基盤整備等地区の指定はなく、開発行為が記載

された基盤整等備計画も作成されていないため、この特例の適用

はありません。（平成２７年４月現在） 

（県の所管：消防防災課） 
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第３編第１章 

第１０節 地域再生法による特例 

 

地域再生法の一部を改正する法律 

（開発許可等の特例） 

第１７条の１２ 市街化調整区域において第１７条の７第１項の規定により作成された  

  地域再生土地利用計画に記載された整備誘導施設の建築の用に供する目的で行われ 

  る開発行為（都市計画法第３４条各号に掲げるものを除く。）は、同法第３４条の規 

  定の適用については、同条第１４号に掲げる開発行為とみなす。 

２   都道府県知事又は指定都市等の長は、市街化調整区域のうち都市計画法第２９条第 

   １項の規定による許可を受けた同法第４条第１３項に規定する開発区域以外の区域   

  内において第１７条の７第１項の規定により作成された地域再生土地利用計画に記 

  載された整備誘導施設に係る建築行為等について、同法４３条第１項の規定による許   

  可の申請があった場合において、当該申請に係る建築行為等が同条４３条第２項の政 

  令で定める許可の基準のうち同法第３３条に規定する開発許可の基準の例に準じて 

  定められた基準に適合するときは、その許可をしなければならない。 

 

<法令の解説> 

  認定市町村は、協議会における協議を経て、認定地域再生計

画に記載されている集落生活圏について、地域再生拠点の形成

並びに農用地等の保全及び農業上の効率的かつ総合的な利用を

図るための土地利用に関する計画（以下「地域再生土地利用計

画」）を作成することができます。当該計画に即して行われる開

発行為又は建築行為については、立地基準の審査を終了したも

のとみなされます。（技術基準は別途適用されます） 

 なお、県内では地域再生土地利用計画は作成されていないた

め、この特例の適用はありません。(平成２７年８月現在） 

（県の所管：改革推進課） 

 

 


